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第１章 総則（第１条～第９条）

第２章 法学教育委員会（第10条～第15条）

第３章 法学専門大学院の設置基準及び運営（第16条～第26条）

第４章 法学専門大学院に対する評価（第27条～第37条）

第５章 補則（第38条～第44条）

第６章 罰則（第45条～第46条）

第１章 総則

第１条（目的）

この法律は，法学専門大学院の設置，

運営及び教育等に関する事項を定めるこ

とにより，優秀な法曹人を養成すること

を目的とする。

第２条（教育理念）

法学専門大学院の教育理念は，国民の

多様な期待及び要請に応える良質の法律

サービスを提供するために，豊富な教

養，人間及び社会に対する深い理解並び

に自由，平等，正義を志向する価値観を

根本に据え，健全な職業倫理観及び複雑

多岐な法的紛争を，専門的，効率的に解

決することができる知識及び能力を備え

た法曹人の養成にある。

第３条（国等の責務）

①国，高等教育法第２条第１号による

大学（同法第30条による大学院大学を含

む。以下，「大学」という。），その他法

曹人の養成と関連する機関又は団体は，

第２条による教育理念の趣旨に適合する

法曹人を養成するため，相互に協力しな

ければならない。

②国家は，法曹人の養成のために，財

政的支援方案を講じる等，必要な措置を

講じなければならない。
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第４条（設置主体）

大学の設立者，経営者（国立大学の場

合には国家，公立大学の場合には地方自

治体，私立大学の場合には学校法人をい

う。以下，同じ。）は，法曹人の養成に

必要な専門的な法律理論及び実務に関す

る教育並びに研究を主たる目的とする法

学専門大学院を設置，運営することがで

きる。

第５条（設置認可等）

①法学専門大学院を設置しようとする

大学の設立者，経営者は，第16条乃至第

20条の規定による教員，施設及び教育課

程等，法学専門大学院の設置基準を整え

なければならない。

②公立又は私立大学の設立者，経営者

が，法学専門大学院を設置しようとする

場合には，教育科学技術部長官の認可を

受けなければならない。認可を受けた法

学専門大学院を廃止し又は認可を受けた

事項のうち大統領令が定める重要事項を

変更するときも同様とする。

〔前段改正 2008．２．29〕

③教育科学技術部長官は，第2項によ

る設置認可及び廃止，変更の認可をしよ

うとする場合には，あらかじめ第10条に

よる法学教育委員会（以下，「法学教育

委員会」という。）の審議を経なければ

ならない。

〔本項改正 2008．２．29〕

④国が，法学専門大学院を設置しよう

とする場合には，法学教育委員会の審議

を経なければならない。法学専門大学院

を廃止し又は大統領令が定める重要事項

を変更するときも同様とする。

⑤第２項による設置認可及び廃止，変

更の認可手続等に関して必要な事項は，

大統領令が定める。

第６条（設置認可の基準）

①教育科学技術部長官は，第5条第2項

による法学専門大学院の設置認可に対す

る申請がある場合には，第２条による教

育理念を達成するための教育目標及び教

育課程の妥当性並びに設置基準の充足如

何等を考慮して，認可をすることができ

る。

〔本項改正 2008．２．29〕

②第１項の設置認可に関して必要な具

体的基準は，教育科学技術部長官が定め

る。

〔本項改正 2008．２．29〕

第７条（法学専門大学院の入学定員）

①教育科学技術部長官は，国民に対す

る法律サービスの円滑な提供及び法曹人

の需給状況等の諸事情を考慮して，法学

専門大学院の総入学定員を定める。この

場合，教育科学技術部長官は，総入学定

員をあらかじめ国会の所管常任委員会に

報告しなければならない。

〔本項改正 2008．２．29〕

②教育科学技術部長官は，第１項によ

り法学専門大学院の総入学定員を定める

ときは，法院行政處長並びに法務部長官

と協議しなければならない。この場合に

は，弁護士法第78条による大韓弁護士協

会の長（以下，「大韓弁護士協会長」と

いう。），民法第32条及び公益法人の設

立，運営に関する法律第４条により法務

部長官の許可を受けて設立された社団法

人韓国法学教授会の長（以下，「韓国法

学教授会長」という。）等は，教育科学

技術部長官に意見を提出することができ

る。

〔本項改正 2008．２．29〕

③法学専門大学院の個別の入学定員

は，各法学専門大学院の教員，施設及び

財政をはじめとする教育環境及び第１項

による総入学定員等を総合的に考慮し

外国民事訴訟法研究（23) 251



て，教育科学技術部長官が，大統領令が

定める範囲内において定める。

〔本項改正2008．２．29〕

第８条（学士学位課程の廃止）

①法学専門大学院を設置する大学は，

法学に関する学士学位課程を置くことが

できない。

②法学専門大学院を設置する大学は，

当該法学専門大学院の開院以前に法学に

関する学士学位課程が設置されている場

合には，当該法学専門大学院に学生が最

初に入学する学年度から，法学に関する

学士学位課程の学生の入学を許可しては

ならない。

③第１項にもかかわらず，法学専門大

学院を設置する大学は，法学専門大学院

の開院以前に当該大学の法学に関する学

士学位課程に入学した学生の教育のため

に，必要な範囲内において，学士学位課

程を維持しなければならない。

第９条（他の法律との関係）

①法学専門大学院に対しては，この法

律に定めのある場合には，他の法律に優

先してこの法律を適用する。

②法学専門大学院に対しては，この法

律に特別の規定がない事項に関しては，

高等教育法等の大学と関連する教育関係

法を適用する。

第２章 法学教育委員会

第10条（法学教育委員会の設置及び機

能）

法学専門大学院に関する次の各号の事

項を審議するため，教育科学技術部長官

の所属として法学教育委員会を置く。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．法学専門大学院の設置認可に関する

事項（国立大学に設置する法学専門大学

院の設置に関する事項を含む。）。

２．法学専門大学院の廃止及び変更の認

可に関する事項（国立大学に設置する法

学専門大学院の廃止及び変更に関する事

項を含む。）。

３．個別の法学専門大学院の定員に関す

る事項。

４．法学専門大学院設置の具体的基準に

関する事項。

５．その他法曹人の養成及び法学専門大

学院の法学教育に関して教育科学技術部

長官が附議する事項。

〔本号改正 2008．２．29〕

第11条（法学教育委員会の構成)

①法学教育委員会は，委員長一人を含

めた一三人の委員から構成する。

②委員長は，第３項による委員の中か

ら教育科学技術部長官が任命する。

〔本項改正 2008．２．29〕

③委員は，次の各号に該当する者の中

から教育科学技術部長官が委嘱する。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．法学教授又は准教授四人。

２．一〇年以上の経歴を有する判事で法

院行政處長の推薦を受けた者一人。

３．一〇年以上の経歴を有する検事で法

務部長官の推薦を受けた者一人。

４．一〇年以上の経歴を有する弁護士で

大韓弁護士協会長の推薦を受けた者二

人。

５．一〇年以上教育行政に従事した公務

員一人。

６．学識及び徳望のある者（法学を教え

る専任講師以上の職に在る者及び弁護士

資格を有する者を除く。） 四人。

第12条（法学教育委員会委員の任期）
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①委員長及び委員の任期は二年とし，

再任を妨げない。

②委員が，任期中，第11条第3項第1号

乃至第5号に規定された職又は資格を喪

失した場合には，委員の身分を喪失す

る。

第13条（法学教育委員会委員の除斥事

由）

委員は，次の各号のうちいずれかに該

当する場合には，当該審議に関与するこ

とができない。

１．本人又はその配偶者が，審議対象で

ある大学又は大学を設置，経営する学校

法人に在職している場合。

２．本人又はその配偶者が，次の各目の

いずれかに該当する者及び民法第777条

の親族関係にある場合。

．審議対象である大学の長。

．審議対象である大学の法学科，法学

部又は法学専門大学院の教員。

．審議対象である大学の学校法人の役

員。

第14条（関係機関に対する協力要請）

法学教育委員会は，第10条各号の事項

を審議するために必要がある場合には，

大学関係者，関係公務員又は専門家の意

見を聴くことができ，若しくは大学又は

関連機関に対して，資料又は意見の提出

を要請することができる。

第15条（事実の調査等）

①法学教育委員会の委員長は，第10条

各号の事項を審議するにあたり必要な事

実の調査のために調査委員を任命するこ

とができる。

②法学教育委員会は，第1項の審議の

ために必要がある場合には，委員又は調

査委員の中から現地調査団を構成して，

現地調査を実施することができる。

③法学教育委員会の運営，調査委員の

任命及び現地調査団の構成等に関して必

要な事項は，大統領令が定める。

第３章 法学専門大学院の設置基準及び運営

第16条（教員等）

①法学専門大学院は，編成完成年度の

学生定員を，教員一人当り学生数一五人

の範囲以内において，大統領令が定める

学生数で除した数の教員を確保しなけれ

ばならない。

②第１項により法学専門大学院が確保

しなければならない教員数の五分の一の

範囲以内において，大統領令が定める兼

任教員等を，大統領令が定めるところに

より換算して，教員数に算入することが

できる。

③第１項により法学専門大学院が確保

しなければならない教員（第２項による

兼任教員等を除く。）数が二〇人未満の

場合には，二〇人とする。

④法学専門大学院は，第１項及び第３

項により確保しなければならない教員数

の五分の一以上は，弁護士又は外国弁護

士の資格を有し五年以上関連分野の実務

に従事した経歴を有する教員（以下，こ

の項で「実務経歴教員」という。）から

確保しなければならない。この場合に

は，教員の五分の一に該当する数の実務

経歴教員は，第２項による兼任教員等と

して確保することはできない。

第17条（物的基準）

①法学専門大学院は，充実した教育の

ために大統領令が定める施設を整えなけ

ればならない。
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②法学専門大学院を設置する大学は，

法学専門大学院の運営に必要な財政を確

保しなければならず，奨学金制度等，学

生に対する経済的な支援方案を用意しな

ければならない。

第18条（学位課程及び授業年限）

①法学専門大学院には，修士学位課程

を置き，学則が定めるところにより博士

学位課程を置くことができる。

②第１項による修士学位課程の授業年

限は三年以上とする。

③第１項による学位課程を履修した者

に対しては，大統領令が定める該当学位

を授与する。

④法学専門大学院には，学位を授与し

ない研究課程を置くことができる。

⑤法学専門大学院に設置する博士学位

課程及び第４項による学位を授与しない

研究課程の定員又は入学者は，第７条，

第10条第３号，第26条及び第39条第１号

による定員又は入学者には含まない。

第19条（単位）

①法学専門大学院の修士学位課程の履

修に必要な単位は，大統領令が定める単

位以上とし，学則が定める。

②この法律による他の法学専門大学院

又は法学専門大学院に相応する外国の大

学の学位課程で取得した単位は，大統領

令が定める範囲内において学則が定める

ところにより，当該法学専門大学院の単

位として認定することができる。

③法学専門大学院は，法学に関する学

士学位以上の学位を取得して，当該法学

専門大学院において必要とされる法学知

識を習得したことが認められる者に対し

ては，大統領令が定める範囲内において

学則が定めるところにより，当該法学専

門大学院の単位を取得したものと認める

ことができる。

第20条（教育課程）

①法学専門大学院は，第２条の教育理

念の趣旨に適合する法曹人の養成に必要

な教育科目を開設する等，体系的な教育

課程を運営しなければならない。

②法学専門大学院が開設しなければな

らない教科目等に関して必要な事項は，

大統領令が定める。

第21条（設置基準の定立，変更に対する

意見の収斂）

教育科学技術部長官は，教員，施設又

は教育課程等，法学専門大学院の設置に

関する重要な基準を定立，変更しようと

する場合には，法院行政處長，法務部長

官，大韓弁護士協会長及び韓国法学教授

会長等の意見を聴かなければならない。

〔本条改正 2008．２．29〕

第22条（入学資格）

法学専門大学院に入学することができ

る者は，学士学位を有し又は法令により

これと同等以上の学歴を有すると認めら

れた者（以下，「学士学位を取得した者」

という。）とする。

第23条（学生の選抜）

①法学専門大学院は，第22条による入

学資格を有する者の中から，一般選考又

は特別選考により学生を選抜する。

②法学専門大学院は，志願者の学士学

位課程における成績，法曹人となること

ができる資質に関する適性を測るための

試験（以下，「適性試験」という。）の結

果及び外国語能力を，入学選考資料とし

て活用しなければならず，その他社会活

動及び奉仕活動に対する経歴等を入学選

考資料として活用することができる。こ

の場合には，法学に関する知識を評価す

るための試験を実施して，その結果を入

学選考資料として活用してはならない。

③法学専門大学院は，入学者の公正な
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選抜のために大統領令が定める内容が含

まれる入学選考計画を定立かつ公表し

て，これを施行しなければならない。

④第１項による一般選考及び特別選考

等に関して必要な事項は，大統領令が定

める。

第24条（適性試験の施行）

①適性試験は，教育科学技術部長官が

施行する。ただし，教育科学技術部長官

は，適性試験の施行に必要な組織及び人

材を整えた機関を指定して，適性試験を

施行させることができる。

〔本項改正 2008．２．29〕

②教育科学技術部長官は，第１項ただ

し書により指定された機関（以下，この

章で「指定機関」という。）が，次の各

号のうちいずれかに該当する場合には，

その指定を取り消すことができる。ただ

し，第１号に該当する場合には，その指

定を取り消さなければならない。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．虚偽又はその他不正な方法により指

定を受けた場合。

２．正当な事由なく適性試験の施行業務

を遂行しない場合。

３．適性試験の施行に必要な組織及び人

材を整えていない場合。

③教育科学技術部長官は，指定機関に

対して，適性試験の施行と関連する報告

又は資料の提出を命じることができる。

〔本項改正 2008．２．29〕

④適性試験を受験しようとする者は，

教育科学技術部長官が定める受験手数料

を納付しなければならない。

〔本項改正 2008．２．29〕

⑤指定機関の指定基準及び手続並びに

適性試験受験手数料の納付方法その他適

性試験の施行に関して必要な事項は，大

統領令が定める。

第25条（編入学）

①法学専門大学院の学生は，学則が定

めるところにより，他の法学専門大学院

に編入学することができる。

②第1項により編入学する学生が，従

前の法学専門大学院で取得した単位は，

学則が定めるところにより，編入学する

法学専門大学院の単位として認定するこ

とができる。

第26条（学生構成の多様性）

①法学専門大学院は，多様な知識及び

経験を有する者を入学させるように努め

なければならない。

②法学専門大学院は，入学者のうち法

学以外の分野において学士学位を取得し

た者が占める比率が，入学者の三分の一

以上となるようにしなければならない。

③法学専門大学院は，入学者のうち当

該法学専門大学院が設置された大学以外

の大学で学士学位を取得した者が占める

比率が，入学者の三分の一以上となるよ

うにしなければならない。

第４章 法学専門大学院に対する評価

第27条（法学専門大学院評価委員会の評

価）

法学専門大学院を設置した大学は，大

統領令が定めるところにより第28条によ

る法学専門大学院評価委員会（以下，

「評価委員会」という。）の評価を受けな

ければならない。

第28条（評価委員会の設置及び機能）

法学専門大学院の教育評価に関する次

の各号の業務を遂行するために，弁護士
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法第78条による大韓弁護士協会の所属と

して，法学専門大学院評価委員会を置

く。

１．法学専門大学院の教育，組織，運営

及び施設等（以下，「教育等」という。）

に対する評価。

２．適正な評価のための評価技法の開発

及び評価基準の定立。

第29条（評価委員会の構成）

①評価委員会は，委員長一人を含めた

一一人の委員で構成する。

②委員長は，第３項による委員の中か

ら大韓弁護士協会長が任命する。

③委員は，次の各号に該当する者の中

から大韓弁護士協会長が委嘱する。

１．法学教授又は准教授として教育人的

資源部長官の推薦を受けた者四人。

２．一〇年以上の経歴を有する判事で法

院行政處長の推薦を受けた者一人。

３．一〇年以上の経歴を有する検事で法

務部長官の推薦を受けた者一人。

４．一〇年以上の経歴を有する弁護士一

人。

５．一〇年以上教育行政に従事した公務

員一人。

６．学識及び徳望のある者（法学を教え

る専任講師以上の職に在る者及び弁護士

の資格を有する者を除く。）三人。

第30条（評価委員会委員の任期）

①委員長及び委員の任期は二年とし，

再任を妨げない。

②委員はその任期中に第29条第３項第

１号乃至第５号に規定された職又は資格

を喪失した場合には，委員の身分を喪失

する。

第31条（評価委員会委員の除斥事由）

委員は，次の各号のうちいずれかに該

当する場合には，当該評価に関与するこ

とができない。

１．本人又はその配偶者が，評価対象で

ある法学専門大学院が設置された大学又

は大学を設置，経営する学校法人に在職

している場合。

２．本人又はその配偶者が次の各目のい

ずれかに該当する者及び民法第777条の

親族関係にある場合。

．評価対象である法学専門大学院が設

置された大学の長。

．評価対象である法学専門大学院の教

員。

．評価対象である法学専門大学院が設

置された大学の学校法人の役員。

第32条（自己評価）

法学専門大学院を設置した大学は，当

該法学専門大学院の教育等に対し，大統

領令が定めるところにより自己評価を実

施し，その結果を評価委員会に提出し

て，これを公布しなければならない。

第33条（評価基準）

①評価委員会は，教育等の評価を行う

にあたり設置基準の遵守如何，入学者選

抜の公正性，教育課程の適正性及び卒業

生の社会進出現況等を，総合的に評価し

なければならない。

②評価委員会は，教育人的資源部長官

の承認を受けて，教育等の評価に必要な

基準を定めなければならない。

第34条（事実の調査等）

①評価委員会の委員長は，教育等の評

価に必要な事実の調査のために調査委員

を任命することができる。

②評価委員会は，教育等の評価のため

必要がある場合には，委員又は調査委員

の中から現地調査団を構成して，現地調

査を実施することができる。

③現地調査団の構成等に関して必要な

事項は，大統領令が定める。

第35条（評価結果の通知等）
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①評価委員会は，教育等の評価を行っ

た場合には，その結果を当該大学に通知

し，教育人的資源部長官に提出しなけれ

ばならない。この場合には，評価委員会

は評価結果を公表しなければならない。

②評価委員会は，評価実施の過程にお

いて，当該大学に対して，意見陳述の機

会を付与しなければならない。

第36条（評価委員会の運営等）

①評価委員会の事務を補助するため

に，評価委員会に必要な機構を置く。

②評価委員会の委員長は，業務遂行の

ために必要があると認める場合には，国

家機関，関連機関又は団体に対して，所

属公務員又は役職員の派遣を要請するこ

とができる。

③評価委員会は，その機能を遂行する

ために必要がある場合には，法学専門大

学院の関係者，関係公務員又は専門家の

意見を聴くことができ，若しくは法学専

門大学院及び関連機関に対して，資料又

は意見の提出を要請することができる。

④評価委員会の運営のために必要な経

費は，国庫から支援することができる。

⑤その他評価委員会の運営等に関して

必要な事項は，大統領令が定める。

第37条（評価委員会に対する資料提出の

要請等）

①教育人的資源部長官は，第35条によ

り評価委員会の評価結果を提出させた

後，評価結果に対する検討のため必要が

あると認める場合には，評価委員会に対

し，評価と関連する資料の提出を要請す

ることができる。

②教育人的資源部長官は，次の各号の

いずれかの事由がある場合には，評価委

員会の評価結果に対して，再評価を要請

することができる。

１．評価委員会の委員又は調査委員が，

法学専門大学院の評価と関連して刑法第

127条，第129条乃至第132条に定める罪

を犯したとき。

２．第31条による除斥事由のある委員が

評価に関与したとき。

③評価委員会は，教育人的資源部長官

から再評価の要請がある場合には，特別

の事情がない限り，三月以内に再評価を

行わなければならない。

④評価委員会が，教育人的資源部長官

の再評価要請以後，正当な事由なく三月

以上これを遅滞させる場合には，教育人

的資源部長官は，法学教育委員会をして

当該法学専門大学院の再評価を実施させ

ることができる。

第５章 補 則

第38条（是正命令）

教育科学技術部長官は，法学専門大学

院が設置された大学又は当該法学専門大

学院が，第５条第２項及び第４項，第７

条第３項，第８条，第16条，第17条，第

18条第１項乃至第３項，第19条，第20

条，第22条，第23条，第25条，第27条及

び第32条に違反する場合には，一定の期

間を定めて，法学専門大学院が設置され

た大学の設立者，経営者又は大学の長に

対して，是正命令をすることができる。

〔本条改正 2008．２．29〕

第39条（減縮措置等）

教育科学技術部長官は，第38条による

是正命令を受けた者が，正当な事由なく

指定された期間内にこれを履行せず，正

常な学事運営が困難となる場合には，次

の各号の処分をすることができる。
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〔本文改正 2008．２．29〕

１．当該法学専門大学院の学生定員の減

縮。

２．当該法学専門大学院の学生の募集の

停止。

第40条（認可の取消し）

教育科学技術部長官は，法学専門大学

院が次の各号のうちいずれかに該当し，

正常な学事運営が不可能な場合には，当

該法学専門大学院に対する認可を取り消

すことができる。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．大学の長，設立者又は経営者の故意

又は重大な過失により第38条による是正

命令に該当する事由が発生した場合。

２．大学の長，設立者又は経営者がこの

法律又は大学と関連する教育関係法令に

よる教育科学技術部長官の命令に三回以

上違反した場合。

〔本号改正 2008．２．29〕

３．休暇期間を除き，継続して三月以上

授業をしない場合。

第41条（閉鎖命令）

①教育科学技術部長官は，第5条によ

る法学専門大学院の設置認可を受けずに

法学専門大学院の名称を用いて，施設を

事実上法学専門大学院の形態で運営する

者に対して，その施設の閉鎖を命じるこ

とができる。

〔本項改正 2008．２．29〕

②教育科学技術部長官は，第40条によ

り認可が取り消された後にも，継続して

法学専門大学院の形態で運営する者に対

して，その施設の閉鎖を命じることがで

きる。

〔本項改正 2008．２．29〕

第42条（認可取消し後の学生の保護）

①第40条により認可が取り消された法

学専門大学院の在学生は，他の法学専門

大学院に編入学することができる。この

場合，編入学を許可した法学専門大学院

は，認可が取り消された法学専門大学院

において取得した単位の全部又は一部

を，当該法学専門大学院の単位として認

定することができる。

②第１項により編入学した学生の数

は，第７条，第10条第３号，第26条及び

第39条第１号による定員又は入学者には

含まない。

③第40条により認可が取り消された者

は，認可が取り消された日から三月以内

に，在学生及び法学専門大学院に提供さ

れた施設，財源についての処理状況を教

育科学技術部長官に報告しなければなら

ない。

〔本項改正 2008．２．29〕

第43条（聴聞）

教育科学技術部長官は，第40条及び第

41条第１項により，法学専門大学院又は

施設等の認可取消し及び閉鎖を命じよう

とする場合には，聴聞を実施しなければ

ならない。

〔本条改正 2008．２．29〕

第44条（罰則適用における公務員擬制）

法学教育委員会及び評価委員会の委

員，調査委員又は評価委員会の職員のう

ち公務員ではない者は，刑法第127条，

第129条乃至第132条の規定による罰則の

適用においては，公務員とみなす。

第６章 罰 則

第45条（罰則） 次の各号のうちいずれかに該当する者
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は，三年以下の懲役又は二，〇〇〇万ウ

ォン以下の罰金に処する。

１．第５条第２項前段による設置認可を

受けずに法学専門大学院の名称を用い

て，学生を募集した者。

２．第５条第２項後段に違反して，廃止

認可又は変更認可を受けずに法学専門大

学院を廃止し又は大統領令が定める重要

事項を変更した者。

３．虚偽その他不正な方法により第５条

第２項による設置認可，廃止認可又は変

更認可を受けた者。

４．第41条による閉鎖命令に違反した

者。

第46条（罰則）

次の各号のうちいずれかに該当する者

は，一年以下の懲役又は五〇〇万ウォン

以下の罰金に処する。

１．第18条第３項を違反して学位を授与

した者。

２．第22条に該当しない者に入学を許可

した者。

３．第32条による自己評価の結果を虚偽

に基づいて作成し，これを公表した者。

４．第38条による是正命令に違反した

者。

附則〔第8544号，2007．７．27〕

第１条（施行期日）

この法律は，公布後二月が経過した日

から施行する。ただし，第27条乃至第37

条の規定は，2009年１月１日から施行す

る。

附則〔第8852号，2008．２．29〕

第１条（施行期日）

この法律は公布した日から施行する。

ただし，…中略…，附則第６条により改

正される法律のうち，この法律の施行前

に公布されたが施行期日が到来しない法

律を改正した部分は，各々，該当法律の

施行期日から施行する。

第２条乃至第５条 省略

第６条（他の法律の改正）

〔１〕乃至〔79〕 省略

〔80〕法学専門大学院設置，運営に関

する法律の一部を，次のとおり改正する。

第５条第２項前段，第３項，第６条第１

項，第２項，第７条第１項前段及び後

段，第７条第２項前段及び後段，第７条

第３項，第10条各号以外の部分，第10条

第５号，第11条第２項，第３項各号以外

の部分，第21条，第24条第１項本文及び

ただし書，第24条第２項各号以外の部分

本文，第24条第３項，第４項，第38条，

第39条各号以外の部分，第40条各号以外

の部分，第40条第２号，第41条第１項，

第２項，第42条第３項及び第43条のう

ち，「教育人的資源部長官」を，各々，

「教育科学技術部長官」とする。

〔81〕乃至〔760〕 省略

第７条 省略
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大韓民国法学専門大学院設置，運営に関する法律施行令

制定 2007年９月28日 大統領令第20302号

改正 2008年２月29日 大統領令第20740号

2010年２月22日 大統領令第22053号

施行 2008年２月29日

第１条（目的）

この令は，法学専門大学院設置，運営

に関する法律において委任された事項及

びその施行に必要な事項を規定すること

を目的とする。

第２条（設置認可手続）

①法学専門大学院設置，運営に関する

法律（以下，「法」という。）第５条第２

項前段による公立又は私立大学の設立

者，経営者が法学専門大学院を設置しよ

うとするときは，次の各号の事項を記載

した書類をそろえて，教育科学技術部長

官に，法学専門大学院の設置認可を申請

しなければならない。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．目的。

２．名称。

３．所在。

４．学則。

５．教員（第９条第２項による兼任教員

及び招聘教員等を含む。）の現況及び確

保計画。

６．第10条による教育施設の現況及び確

保計画。

７．教育課程及び教授方法。

８．学生定員及び選抜計画。

９．開院予定日。

10．法学専門大学院が設置される大学の

過去三年間の財務諸表。ただし，設立さ

れて三年を経過しない大学は設立以後の

財務諸表。

11．授業料及び入学金等財源，奨学金制

度を含めた今後三年間の法学専門大学院

の財政運用計画。

12．廃止される法学に関する学士学位課

程の学生に対する対策。

13．法学専門大学院が設置される大学に

開設された法学に関する修士，博士学位

課程の運用計画。

14．法学専門大学院の発展計画。

15．その他研究課程設置，現場実習計画

等，法学専門大学院の設置，運営に関し

て，教育科学技術部長官が特に必要があ

ると認める事項。

②教育科学技術部長官は，第１項によ

る設置認可申請を受理したときは，法第

10条による法学教育委員会（以下，「法

学教育委員会」という。）に，その申請

に対する審議を依頼しなければならな

い。第３条による廃止認可及び第４条第

２項による変更認可の申請を受けた場合

も同様とする。

〔前段改正 2008．２．29〕

第３条（廃止認可手続）

法第５条第２項後段により公立又は私

立大学の設立者，経営者が法学専門大学

院を廃止しようするときは，次の各号の

事項を記載した書類をそろえて，教育科

学技術部長官に法学専門大学院の廃止認

可を申請しなければならない。
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〔本文改正 2008．２．29〕

１．廃止事由。

２．廃止年月日。

３．学生及び学籍簿の処理方法。

第４条（変更認可手続等）

①法第５条第２項後段及び第４項後段

において「大統領令が定める重要事項」

とは，次の各号の事項をいう。

１．目的。

２．名称。

３．所在。

４．学生定員。

②法第５条第２項後段により第１項各

号の事項に対して，変更認可を受けよう

とする公立又は私立大学の設立者，経営

者は，次の各号の事項を記載した書類を

そろえて，教育科学技術部長官に変更認

可を申請しなければならない。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．変更の内容。

２．変更の事由。

３．変更の年月日。

第５条（設置認可等における考慮事項）

教育科学技術部長官は，法第５条及び

法第６条による法学専門大学院の設置認

可等において，地方大学の発展及び地域

発展に必要とされる優秀な人材を養成す

るために地域間均衡を考慮しなければな

らない。

〔本条改正 2008．２．29〕

第６条（法学専門大学院の入学定員）

①法第７条第３項において「大統領令

が定める範囲」とは，一五〇人をいう。

〔本項改正 2010.２.22〕

②第１項にもかかわらず，次の各号の

うちいずれかに該当し，個別の法学専門

大学院に欠員が発生した場合には，該当

法学専門大学院の入学定員の一〇〇分の

一〇を超過しない範囲で，次の学年度に

おいてその人員に該当する入学定員は，

別にあるものとみなす。

〔本項新設 2010.２.22〕

１．新入生によって補充できない欠員。

２．自退等，在学生の除籍による欠員。

第７条（法学教育委員会の運営）

①法学教育委員会の委員長は，委員会

を代表して，委員会の業務を総括する。

②委員長がやむを得ない事由により職

務を遂行することはできない場合には，

委員長があらかじめ指名した委員が委員

長の職務を代行する。

③委員長は，法学教育委員会の会議を

召集して，その議長となる。

④法学教育委員会の会議は，在籍委員

の過半数の出席により開議し，在籍委員

の過半数の賛成により議決する。

⑤法学教育委員会の委員及び第８条第

１項による調査委員には，手当及び旅費

を支給することができる。

⑥法学教育委員会の事務を処理するた

めに，法学教育委員会に幹事及び書記を

各一人ずつ置き，幹事及び書記は，教育

科学技術部所属公務員の中から教育科学

技術部長官が任命する。

〔本項改正 2008．２．29〕

第８条（調査委員の任命等）

①法学教育委員会の委員長は，法第15

条第１項による調査委員を，大学におい

て法学を教える教員，判事，検事又は弁

護士，公認会計士，三年以上教育行政に

従事した公務員並びに学識及び徳望のあ

る者の中から任命して，調査委員の任期

は委員長が決める。

②調査委員は，事実の調査を行った後

には，結果報告書を法学教育委員会に提

出しなければならない。

③法第15条第２項による現地調査団

は，法学教育委員会委員及び調査委員の
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うち次の各号の者で構成する。

１．大学において法学を教える教員二

人。

２．判事，検事又は弁護士のうち二人。

３．公認会計士一人。

４．三年以上教育行政に従事した公務員

の中から一人。

５．学識及び徳望のある者一人。

④現地調査を実施する場合には，現地

調査団は，法学専門大学院の設置を申請

した大学を訪問して，法第５条第１項に

よる設置基準及び法第６条第２項による

具体的基準により認可審査に必要な事項

を調査した後，その結果報告書を法学教

育委員会に提出しなければならない。

⑤法学教育委員会は，第４項による結

果報告書を，法学専門大学院の設置認可

を申請した者に送付しなければならず，

結果報告書の送付を受けた申請者は，結

果報告書に対して意見等を提出すること

ができる。

⑥法学教育委員会は，設置認可申請時

に提出した書類，第２項及び第４項によ

る結果報告及び第５項により提出させた

意見等を総合して，設置認可如何につい

て審議して，その結果を教育科学技術部

長官に提出しなければならない。

〔本項改正 2008．２．29〕

⑦法学教育委員会の運営，調査委員の

任命，審議手続等に関して，この令で規

定された事項の他に必要な事項は，法学

教育委員会が定める。

第９条（教員）

①法第16条第１項において「大統領令

が定める学生数」とは，一二人をいう。

②法第16条第２項において「大統領令

が定める兼任教員等」とは，高等教育法

施行令第７条第１号による兼任教員及び

同法施行令第７条第４号による招聘教員

等をいう。

③法第16条第２項により教員数に算入

される兼任教員等の数は，第２項による

兼任教員及び招聘教員等が担当する週当

たりの教授時間を合算した時間数を九時

間で除して算定し，少数点以下は切り捨

てる。この場合，一人当たり認められる

教授時間は週当たり九時間を超えてはな

らない。

④法学専門大学院教員の教授時間は，

毎学年度，三〇週を基準とし，毎週六時

間を原則とする。ただし，必要があると

認める場合には，学則において別に定め

ることができる。

第10条（教育施設）

法第17条第１項において，「大統領令

が定める施設」とは，講義室，教員研究

室，法学専門図書館，模擬法廷，セミナ

ー室，行政室及び情報通信施設をいう。

第11条（学位）

法第18条第１項による修士学位及び博

士学位は専門学位とする。ただし，博士

学位の場合には，学則が定めるところに

より学術学位を授けることができる。

第12条（単位）

①法第19条第１項において「大統領令

が定める単位」とは，九〇単位をいう。

②法第19条第２項及び第３項において

「大統領令が定める範囲」とは，一五単

位をいう。

第13条（教育課程）

①法学専門大学院は，学生に法曹人と

して備えなければならない価値，法律知

識及び専門技術等を指導できるよう，次

の各号の内容を含む教科目を開設しなけ

ればならない。

１．法曹倫理。

２．国内外の法令及び判例情報等法律情

報の調査。
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３．判決文，訴状及び弁論文等の法律文

書の作成。

４．模擬裁判。

５．実習課程。

②法学専門大学院は，第１項第５号に

よる実習課程を通じて，学生に社会に奉

仕することができる機会を提供しなけれ

ばならない。

第14条（入学選抜の区分）

①法第23条第１項による一般選考と

は，法第22条による学士学位を取得した

者を対象とし，普遍的な教育的基準に従

って学生を選抜する選考をいう。

②法第23条第１項による特別選考と

は，法第22条による学士学位を取得した

者の中から法学専門大学院が定める障害

者等身体的又は経済的条件が困窮してい

る階層を対象とした学生を選抜する選考

をいう。

第15条（入学選抜計画の定立，公表）

法学専門大学院は，法第23条により学

生を選抜しようとするときは，次の各号

の内容が含まれた入学選考計画を毎年定

立して，入学生選抜前に公表しなければ

ならない。

１．学生選抜の公正性の確保方案。

２．入学選考資料の種類及び活用方法。

３．特別選考を実施する場合の選抜対象

及び基準。

第16条（適性試験の施行）

①教育科学技術部長官は，法第24条第

１項ただし書により適性試験を施行する

機関として指定するときは，次の各号の

機関の中から指定する。

〔本文改正 2008．２．29〕

１．法学専門大学院又は法学専門大学院

が所属する大学を構成員とする民法第32

条及び公益法人の設立，運営に関する法

律第４条により設立された法人。

２．高等教育法第２条による大学。

３．政府出捐研究機関等の設立，運営及

び育成に関する法律第８条により設立さ

れた政府出捐研究機関。

４．適性試験を施行する目的で民法第32

条及び公益法人の設立，運営に関する法

律第４条により設立された法人。

②教育科学技術部長官は，法第24条第

１項ただし書により適性試験を施行する

機関を指定するときは，指定しようとす

る機関に対して，その組織及び人材現

況，適性試験施行計画書等を提出させる

ことができる。

〔本項改正 2008．２．29〕

③法第24条第１項ただし書により適性

試験を施行する機関として指定された機

関（以下，「指定機関」という。）は，毎

年一回以上適性試験を実施し，その実施

計画を公告しなければならない。

④指定機関が適性試験を実施する場合

には，受験手数料は指定機関が定める方

法により納付する。

第17条（適性試験の結果の通知）

①法学専門大学院が入学選考を実施す

るときは，指定機関に当該法学専門大学

院志願者の適性試験結果を通知するよう

要請しなければならない。

②指定機関は，第１項による法学専門

大学院の要請がある場合には，法学専門

大学院に該当志願者が受験したすべての

適性試験の結果を通知しなければならな

い。

第18条（法学専門大学院の評価時期等）

①法学専門大学院を設置した大学は，

学生が最初に入学した年から四年となる

年に，法第28条による法学専門大学院評

価委員会（以下，「評価委員会」という）

の評価を受けなければならず，最初の評

価を受けた時から五年毎に評価委員会の
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評価を受けなければならない。

②評価委員会は，次の各号のうちいず

れかに該当する場合には，第１項にかか

わらず，第１項の評価時期以外の時期に

おいても評価を実施することができる。

１．大学が評価を申請する場合。

２．大学が第19条による自己評価報告書

を虚偽に基づいて作成し，評価委員会に

提出した場合。

３．その他法学専門大学院の運営に重大

かつ明白な障害が生じ，至急に評価をす

る必要があると認められる場合。

③法学専門大学院を設置した大学は，

第１項の評価を受けるために，次の各号

の事項が記載された書類をそろえて，評

価委員会に提出しなければならない。

１．学則。

２．教員の現況。

３．第10条による教育施設の現況。

４．教育課程。

５．学生の講義評価。

６．学生に対する評価基準及び結果。

７．入学選考方法及び結果。

８．卒業現況及び弁護士試験の結果。

９．毎年度の卒業生の社会進出現況（卒

業後一年が経過した時を基準とする）。

10．当該法学専門大学院の財務諸表（授

業料及び入学金等財源，奨学金支給現況

等を含む。）。

11．法学専門大学院の認可申請時の発展

計画，その履行結果及び今後の発展計

画。

第19条（自己評価）

法第32条による自己評価は，第18条第

１項による評価を実施する年から二年前

に該当する年毎に実施して，評価委員会

が定めるところにより自己評価報告書を

作成して，評価委員会に提出しなければ

ならない。

第20条（評価委員会調査委員の任命等）

①法第34条第１項による調査委員の任

命及び任期に関しては，第８条第１項を

準用する。この場合には，「法学教育委

員会の委員長」は「評価委員会の委員

長」とみなす。

②法第34条第２項による現地調査団の

構成に関しては，第８条第３項を準用す

る。この場合には，「法学教育委員会」

は「評価委員会」とみなす。

③現地調査を実施する場合には，現地

調査団は教職員及び学生面談，授業参

観，資料の検討，施設現況の実態調査等

の活動を通じて，設置基準の充足如何等

の評価に必要な事項に関して調査した

後，その結果報告書を評価委員会に提出

しなければならない。

第21条（評価委員会の運営）

①評価委員会の運営に関しては，第７

条第１項乃至第４項の規定を準用する。

この場合には，「法学教育委員会」は

「評価委員会」とみなす。

②評価委員会の運営，法学専門大学院

の具体的評価基準及び手続等に関して

は，この令が規定する事項のほか，必要

な事項は，評価委員会が定める。

附則〔第20302号，2007．９．28〕

この令は，公布した日から施行する。

ただし，第18条乃至第21条の規定は，

2009年１月１日から施行する。

附則〔第20740号，2008．２．29〕

第１条（施行期日）

この令は，公布した日から施行する。

第２条乃至第６条 省略

第７条（他の法令の改正）

〔１〕乃至〔28〕 省略
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〔29〕法学専門大学院設置，運営に関

する法律施行令の一部を，次のとおり改

正する。

第２条第１項各号以外の部分，第15

号，第２項前段，第３条各号以外の部

分，第４条第２項各号以外の部分，第５

条，第８条第６項，第16条第１項各号以

外の部分，第２項のうち，「教育人的資

源部長官」を，各々，「教育科学技術部

長官」とする。

第７条第６項のうち，「教育人的資源

部」を「教育科学技術部」とし，「教育

人的資源部長官」を「教育科学技術部長

官」とする。

〔30〕乃至〔102〕 省略

附則〔第22053号，2010．２．22〕

第１条（施行期日）

この令は，公布した日から施行する。

第２条（有効期間）

第６条第２項の改正規定は，2010学年

度入学選考から2013学年度入学選考まで

効力を有する。

【訳者後記】

本稿執筆にあたり，早稲田大学法学学術院教授であらせられる栂善夫先生な

らびに加藤哲夫先生より，貴重な御教示を賜った。

この場をお借りし，心より，厚く御礼申し上げたい。

なお，本稿執筆現在，韓国においては，江原大学校，建国大学校，慶北大学

校，慶煕大学校，髙麗大学校，東亜大学校，釜山大学校，西江大学校，ソウル

大学校，ソウル市立大学校，成均 大学校，亜州大学校，延世大学校，嶺南大

学校，円光大学校，梨花女子大学校，仁荷大学校，全南大学校，全北大学校，

済州大学校，中央大学校，忠南大学校，忠北大学校，韓国外国語大学校，漢陽

大学校の計25校の法学専門大学院が，開院している。

本稿が，日韓・韓日の法曹養成を含めた司法制度論の研究及びさらなる交流

の発展に寄与するところがあるとすれば，訳者の喜びこれに過ぎるものはない。

ひきつづき，両国の学術・実務交流にむけ，鋭意，努めて参りたい。

【附記】

本稿は，財団法人民事紛争処理基金平成22年度研究助成による研究成果の一部

である。

(2010年５月31日 校了)
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